平成２２年度大分県国民保護図上訓練の概要
１　目　的

　　「平成２０年３月策定の県の区域を越える住民の避難に関する関係県調整マニュアル」に基づき、図上訓練を実施し、大規模な避難住民を受け入れる県としての基本的事項の確認・検証を行い、今後予定する九州・山口各県合同による図上訓練「県の区域を超える避難住民の受入れ」の資とする。
２　日　時
　　平成２２年１０月８日（金）
１３：００～１６：００

３　訓練場所

　　県庁新館８階防災センター及び各市町村の現職場
４　訓練想定
　　２０１０年３月韓国軍の哨戒艇沈没事件以降、にわかに北東アジア情勢が緊迫し、１０月中旬頃、「ある国」が九州北部（福岡県）一帯に上陸侵攻する公算が極めて高くなったため、国（政府）の「避難措置の指示」により、福岡県（要避難県）の避難住民を「山口県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県」が避難先県として受け入れる場を設定（あくまでも訓練上の架空の想定）
５　訓練型式

　　図上訓練　「訓練シナリオ展示型の教育訓練として実施」

６　訓練参加機関

　　自衛隊大分地方協力本部、陸上自衛隊第４１普通科連隊、大分海上保安部、大分県、大分県警察本部、１８市町村

７　訓練編成
　＊統裁部　　　　　　　　　＊訓練部











８　大分県へ避難する福岡県の要避難地域市町村と住民数
　　行橋市、豊前市、京都郡苅田町・みやこ町、築上郡築城町・吉冨町・上毛町の２市５町の住民
約１９０，０００人
９　要避難県の避難住民の受入要領
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　　　　　　□避難経路：　陸上ルート（高速道路・国道・県道・鉄道）、海上ルート
　　　　　　□輸送手段：　貸切バス・自家用車・ＪＲ・フェリー

１０　訓練内容　

	　　
対　象
	訓練内容

	県対策本部
	・国との連携・法定通知・市町村への通知伝達

・福岡県（要避難県）との避難住民受け入れ協議

・県内１８市町村との避難住民受入調整

・避難住民受入計画作成等

	関係機関
	・避難住民受入に伴う県対策本部との調整
・避難経路・避難航路等の調整

・避難住民輸送時の安全確保のための調整等

	市町村
	・法定通知等の伝達受
・県対策本部と避難住民受入に伴う調整

・受入避難施設の選定（大分県避難施設一覧：ダータベース参照）

・避難住民受入計画の作成（作成後、ＦＡＸにて県対策本部へ提出）

	企画統制・コントローラー
	・状況の付与
・訓練の進行管理
・国・要避難県（福岡県）・指定地方公共機関等の役割として連絡・調整


　
１１　その他

　（１）　市町村においては、それぞれの職場おける勤務態勢で対応するものとする。（２名体制）
　

　（２）　市町村作成の「避難住民受入計画」については、別途配付の様式による。
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